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若年層から高年層を対象とした他者との交流頻度の変化が 

運動実施頻度に与える影響 

―3時点パネルデータに基づく分析― 

 
根本裕太*,** 

藤原佳典* 桜井良太* 
 

抄録 

【目的】別居家族や友人・近隣住民といった親しい他者との交流頻度が多い者では、運動実施頻度が多いこ

とが示唆されている。しかし、追跡期間中の交流頻度の変化を考慮した運動頻度との関連ついては検討され

ていない。そこで本研究では、3時点の調査データから、社会的交流頻度と運動実施頻度における 5年間の
変化の軌跡を示し、変化パターン同士の関連を検討した。 
【方法】2014年のベースライン時点で埼玉県和光市に居住する 20歳以上の成人 7,000名を無作為抽出し、
郵送法による質問紙調査を実施した。ベースライン調査の有効回答者には 2016年および 2019年に追跡調査
を実施し、全ての調査に有効回答した 1,395名を本研究の解析対象者とした。運動頻度については、各時点
で 1回 30分以上の中等度以上の運動の実施頻度を問い、1カ月当たりの回数を算出した。交流については、
別居親族および友人・近隣住民との対面・非対面（電話やメール）での交流頻度について回答を得て、対面

と非対面の交流頻度を足し合わせて 1カ月当たりの回数を算出した。統計解析では、変化パターンの関連性
の検討のため、潜在曲線モデルを用いて別居親族との交流頻度、友人・近隣住民との交流頻度および運動実

施頻度の切片と傾きを推定し、変数間の関連を検討した。 
【結果】社会的交流頻度は女性の方が多く、運動実施頻度は男性の方が多い傾向がみられた。交流頻度と運

動頻度の 5年間の変化は、性や年代によって異なるパターンが示された。潜在曲線モデルの結果、運動実施
の切片には、友人・近隣住民との交流頻度の切片から有意なパスが認められ（β=0.119, p=0.004）、運動実施
の傾きには、別居親族との交流頻度の切片および傾きから有意なパスが認められた（切片: β=0.236; p=0.028, 
傾き: β=0.341; p=0.017）。 
【結論】ベースライン時点の友人・近隣住民との交流頻度が多い者では同時点の運動頻度が多く、別居親族

との交流頻度の初期値が高い者および追跡期間中に増加する者ほど運動頻度が増加することが示唆された。 
 
キーワード：身体活動，社会的統合，ソーシャルサポート，縦断研究，潜在曲線モデル 
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Associations of trajectories of social connectedness with exercise 

behavior among young, middle-aged, and older adults
―The results from a panel data at three data points―

Yuta Nemoto * ** 
Yoshinori Fujiwara*   Ryota Sakurai* 

 

Abstract 

Aim: Social contact with relatives, friends, and neighbors would positively affect exercise behavior, but 
few studies examined the changes in social connectedness and exercise frequency. This study 
investigated the trajectories of social contact and exercise behavior over five years, and the associations 
of social connectedness with exercise using the panel data at three data points. 
Methods: Study participants for the baseline survey were randomly selected, with stratification by 
gender and age group, from individuals aged ≥20 years living in Wako City, Saitama, Japan (n=7,000). 
Follow-up surveys were conducted in 2016 and 2019; subjects who completed all surveys were included 
in the analysis (n=1,395). Exercise behavior was assessed with the frequency of moderate to vigorous 
intensity exercise lasting at least 30 minutes. Social connectedness was evaluated by reporting the 
frequency of face-to-face and non-face-to-face contact with relatives living elsewhere and with friends 
and neighbors. The frequencies of face-to-face and non-face-to-face social contacts were then summed to 
calculate the frequency of contact with relatives and with friends. The latent growth curve modeling was 
performed to estimate the intercept and slope of social connectedness and exercise behavior and identify 
the associations of intercept and slope of social connectedness with exercise behavior.  
Results: Females contacted relatives and friends more frequently than males, while males performed 
exercise more often than females. There were gender and generational differences in trajectories of 
social connectedness and exercise behavior. The latent growth curve modeling revealed that the pass 
from the intercept of contact with friends was associated with the intercept of exercise behavior (β=0.119, 
p=0.004), and the pass from the intercept and the slope of contact with relatives were associated with 
the slope of exercise behavior (intercept: β=0.236; p=0.028, slope: β=0.341; p=0.017).  
Conclusions: The frequency of contact with friends and neighbors affects the baseline exercise behavior 
and the baseline and the changes in frequency of contact with relatives predict changes in exercise 
behavior. 
 
Key Words：Physical activity，Social integration，Social support，Longitudinal study，Latent growth 
curve modeling 
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1. はじめに 

 習慣的な運動実施により、良好な健康状態を保つこ

とができ、死亡リスクを減少させることができる

(Ekelund et al., 2019)。しかし、スポーツ基本計画の政策
目標である「成人の週1回以上の運動実施率を65％程
度にする」に対し、現状値は約40％と大きく乖離して
いることから、生涯を通じた運動促進策の構築が強く

求められている (文部科学省, 2017)。 
運動実施を促す要因について多くの研究が報告され

ており (Sallis et al., 2006)、家族や友人などとの交流
（以下、社会的交流）頻度が多い者は運動実施頻度が

多いことが示唆されている (Josey & Moore, 2018)。
社会的交流の促進は、身体機能が低下している者や運

動に対する態度が好意的でない者など、自主的に運動

を習慣化することが難しい個人に対しても実施可能で

あるため、交流を介した運動促進策は、身体的側面の

みの運動啓発に頼ることなく、新たな切り口から運動

実施を促すことができる可能性がある。 
しかし、これまでの研究では、ベースライン時点の

社会的交流頻度とフォローアップ時点の運動実施頻度

との関連を検討しており、追跡期間中の交流頻度の変

化を考慮した検討はほとんどされていない (Lightner, 
Irwin, & Chrisman, 2018)。社会的交流頻度はライフ
イベントや環境要因によって変化することから、交流

頻度の変化を考慮した運動頻度との関連を検討するこ

とで、両者のより正確な関連を解明することができる。 
さらには、社会的交流は交流する相手によって運動

実施に与える影響が異なる可能性がある。Larsenら
による横断研究では、家族との交流よりも友人との交

流頻度の方が運動実施に強く関連することを報告して

いる (Larsen, Strong, & Linke, 2014)。このような関
連性の差異は、縦断的関連においてもみられる可能性

がある。交流相手によって社会的交流が運動実施に与

える影響が異なることを明らかにすれば、社会的交流

を介した運動促進策の構築において、より効果的な交

流相手を選択することができ、有効性の高いプログラ

ム開発に貢献できる。 

2. 目的 

そこで本研究では、別居家族ならびに友人・近隣住

民との交流頻度の変化による運動実施への影響を解明

することを目的とし、20歳以上の成人を対象とした5
年間の縦断研究を実施した。そして、社会的交流頻度

と運動実施頻度の変化の軌跡を示し、変化パターン同

士の関連性を検討した。 

3. 方法 

3．1．対象者と調査方法 

 本研究は、郊外に居住する成人を対象とした5年間
のコホート研究である。 
 ベースライン調査の対象者として、埼玉県和光市の

住民基本台帳から2014年4月1日時点で20歳以上の
住民7,000名を層化無作為抽出した。回答率が低いと
予想された若年層（20-39歳）、中年層（40-64歳）の
人数を重みづけし、若年層3,000名、中年層3,000名、
高年層（65歳以上）1,000名を抽出した。対象者には
2014年・2016年・2019年に郵送法による質問紙調査
を実施した。各調査の回答者数は2014年（2,986名）、
2016年（2,253名）、2019年（1,395名）であった。
本研究では、全ての調査に有効回答した1,395名を解
析対象者とした。 
 調査票の表紙に研究目的や研究参加が任意であるこ

とを示し、対象者全員からインフォームド・コンセン

トを取得している。本研究の研究計画については，東

京都健康長寿医療センターの研究部門倫理審査の審

査・承認を得た上で実施した。 
3．2．調査項目 

3．2．1．目的変数：身体活動・運動実施頻度 

 各調査時点で、1回30分以上の中等度以上の運動実
施頻度を調査した。対象者から1（ほぼ毎日）から8
（運動していない）で回答を得て、1ヶ月当たりの実
施回数を算出した。1ヶ月を4.3週として、「ほぼ毎日」
は28.0回、「週に4-5日」は19.4回、「週2-3日」は10.8
回、「週1日」は4.3回、「月2-3日」は 2.5回、「月1
日」は1.0回、「運動はするが定期的ではない」と「運
動していない」は0.0回とした。
3．2．2．説明変数：社会的交流頻度 

 各時点における同居者以外の親しい他者（別居して

いる親族、友人・近隣住民）との1ヶ月あたりの対面・
非対面（メールや電話）での交流頻度を調査した。4
項目の設問に対し、対象者から1（ほぼ毎日）から8
（全くない）で回答を得て、1ヶ月あたりの交流回数
を算出した。「ほぼ毎日」は28.0回、「週に4-5日」は
19.4回、「週2-3日」は10.8回、「週1日」は4.3回、「月
2-3日」は2.5回、「月1日」は1.0回、「月1回未満」
は0.5回、「全くない」は0.0回とした。そして、対面
と非対面での交流回数を合計して、別居親族と友人・

近隣住民との交流頻度をそれぞれ算出した。

3．2．3．調整変数 

 基本属性として、性、年齢、教育年数、暮らし向き、

婚姻状態、就労状況について回答を得た。健康状態と
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して、健康度自己評価、精神的健康、既往歴（高血圧、

糖尿病）を調査した。精神的健康はWHO-5精神健康
状態表簡易版を用いて健康度を0-15点で評価した。健
康行動については、食行動、飲酒、喫煙を調査した。 

3．3．統計解析 

 記述統計として、連続変数は平均値と標準偏差（SD）、
カテゴリカル変数は該当者数と割合を示した。また、

交流頻度および運動実施頻度の各時点における平均値

の推移を性別・年代別に示した。 
 交流頻度と運動実施頻度の変化パターンの関連性を

検討するため、潜在曲線モデルを実施した。本手法は

構造方程式モデルの枠組みを用いた手法であり、各変

数の初期値（切片）と変化量（傾き）の関連性を明ら

かにすることができる。各時点の運動頻度、別居親族

との交流頻度、および友人・近隣住民との交流頻度か

ら各変数の切片と傾きを推定した。解析モデルには目

的変数として運動実施頻度、説明変数として別居親族

ならびに友人・近隣住民との交流頻度、調整変数とし

て基本属性、健康状態、健康行動を投入し、標準化係

数（β）を算出した（図1）。なお、先行研究において
社会的交流と運動実施との関連においては性差がない

ことが報告されているため (Larsen et al., 2014)、本
研究では性別での層別解析は実施しなかった。 
 欠測値については、完全情報最尤法を用いて欠測値

を補完し、潜在曲線モデルを実施した。 
 統計解析はSAS 9.4および IBM SPSS AMOS 
version 25.0 を用いて実施した。有意水準は5%未満
とし、両側検定とした。

図1．親しい他者との交流頻度の変化と運動実施頻度の変化との関連を検証するための潜在曲線モデル 

※ 運動実施頻度は1回30分以上の中等度以上の運動実施頻度、親族交流頻度は別居している親族との対面および非

対面（メールや電話）での交流頻度、友人交流頻度は友人や近隣住民との対面および非対面での交流頻度を示す。 
 

4. 結果及び考察 

4．1. 結果 

4．1．1．対象者特性 

 ベースライン時点の対象者特性を表1に示す。運動
実施頻度は男性、交流頻度は女性の方が多いことが示

された。1ヶ月あたりの運動実施頻度の平均は男性6.5
回、女性で5.3回であったが、運動を週1回以上実施
している者の割合は男性43.2％、女性41.2％であった。 
4．1．2．社会的交流頻度と運動実施頻度の変化 

年代別・性別での社会的交流頻度と運動実施頻度の

変化を図2に示す。男性においては、若年層での友人

や近隣住民との非対面交流頻度はベースラインから 2
年後の追跡調査では大きく低下したが、いずれの世代

も追跡期間中に社会的交流頻度は増加する傾向がみら

れた。女性においては、いずれの世代も友人との非対

面での交流頻度は低下している傾向がみられ、若年層

では対面での交流頻度も減少していた。別居親族との

交流頻度は同程度もしくは増加する傾向がみられた。

運動実施頻度においては、若年および中年層の男女で

追跡期間中に増加する傾向がみられたが、高年層では

微減していた。また、女性よりも男性の運動頻度が多

かったが、年代が上がるごとにその差は小さくなり、

高年層ではほとんど差はみられなかった。 
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表1．ベースライン時点の対象者特性 (n=1,395) 

  男性  女性

  (n = 606)  (n = 789)

運動実施頻度 - 平均 (SD) a 6.5 (9.1)  5.3 (8.1)

親族対面交流頻度 - 平均 (SD) a 2.0 (4.3)  3.1 (5.5)

友人対面交流頻度 - 平均 (SD) a 3.5 (5.6)  7.2 (8.5)

親族非対面交流頻度 - 平均 (SD) a 1.4 (3.4)  2.8 (4.5)

友人非対面交流頻度 - 平均 (SD) a 3.1 (5.8)  7.2 (8.8)

年齢 - 平均 (SD) 52.1 (14.3)  50.4 (14.6)

教育年数 - %    

 9年以下 5.1  3.7 

 10－12年 27.9  31.4 

 13年以上 67.1  64.9 

暮らし向き - %    

 ゆとりがある 27.0  30.0

 どちらともいえない 39.0  40.6 

 やや苦労している 33.9  29.4 

婚姻状態 - %    

 配偶者あり 81.0  78.6 

 離別／死別／未婚 19.0  21.4

就労状況 - %    

 就労している 85.0  63.4 

 就労していない 15.0  36.6 

健康度自己評価 - %    

 健康である 85.2  92.5

 健康でない 14.8  7.5

精神的健康 - 平均 (SD) 7.8 (2.9)  8.5 (2.9)

既往歴（高血圧あり） - % 19.2  13.7 

既往歴（糖尿病あり） - % 8.1  3.0 

バランスのよい食事を1日2回以上食べる日数 - %

 3日以上／週 85.0  88.7 

 1－2日／週 9.9  7.9 

 ほとんど食べない 5.1  3.4 

飲酒 - %    

 1日以上／週 62.1  36.6

 1日未満／週 21.8  28.7 

 やめた 4.8  6.7 

 もともと飲まない 11.4  28.0 

喫煙 - %    

 20本以上／日吸う 7.1  1.1 

 1－19本／日吸う 21.0  6.9 

 今は吸わない 45.7  18.7 

 もともと吸わない 26.2  73.2 
a ：1カ月当たりの実施回数を示す。

 

 
図2．5年間の交流頻度および運動実施頻度の変化 

(a) 男性における年代別での交流実施頻度の推移 

(b) 女性における年代別での交流実施頻度の変化 

(c) 性別・年代別での運動実施頻度の変化 
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表2．社会的交流頻度の変化と運動実施頻度との関連の検討    
  Model 1 a  Model 2 b

  β P値   β P値

切片      
 別居親族との交流頻度（切片） 0.038 0.347  -0.039 0.330 

 友人との交流頻度（切片） 0.171 <0.001  0.119 0.004 

傾き      
 別居親族との交流頻度（切片） 0.183 0.134  0.236 0.028 

 別居親族との交流頻度（傾き） 0.383 0.026  0.341 0.017 

 友人との交流頻度（切片） -0.150 0.237  0.022 0.849 

 友人との交流頻度（傾き） 0.347 0.048  0.157 0.257 
a：運動実施頻度の切片および傾きを目的変数、別居親族・友人との交流頻度を説明変数とした潜在曲線モデル

を実施した。
b：Model 1の変数に加え、基本属性（性、年齢、教育年数、暮らし向き、婚姻状態、就労状況）、健康状態（健
康度自己評価、精神的健康、既往歴）、健康行動（食行動、飲酒、喫煙）を調整変数として投入した。

Model 1の適合度：CFI=0.941, TLI=0.920, RMSEA=0.067
Model 2の適合度：CFI=0.964, TLI=0.944, RMSEA=0.031
 

4．1．3．社会的交流頻度と運動実施頻度の変化の関連 

社会的交流頻度と運動実施頻度の関連性の結果を表

2 に示す。潜在曲線モデルの結果、友人・近隣住民と
の交流頻度の切片から運動実施頻度の切片に有意なパ

スが認められた（β=0.119, p=0.004）。また、別居親族
との交流頻度の切片と傾きから、運動実施頻度の傾き

に対する有意なパスが認められた（切片: β=0.236; 
p=0.028, 傾き: β=0.341; p=0.017）。 

4.2. 考察 

4．2．1．対象者特性、交流と運動実施頻度の変化 

本研究の対象者における週1回以上の運動実施頻度
は、全国平均（男性41.7％、女性39.4％）よりもわず
かに高い水準であることが示唆された (文部科学省, 
2017)。しかし、対象者の半数以上が推奨値を満たし
ていないことから、本対象集団においても、運動促進

策を提供することが必要であると推察された。 
交流頻度および運動実施頻度では、性別や世代によ

り変化パターンが異なることが示された。女性におい

ては、友人・近隣住民との交流頻度は減少したが、別

居親族との交流頻度は増加していた。女性では、結婚

や出産、家族の介護などで家庭での役割が増加するこ

とが多い。その結果、友人との交流頻度は減少するが、

家族との交流頻度は増加して、子供を両親に預けたり、

親の介護を親族内で分担するなどして社会的サポート

の授受が行われていた可能性が考えられた。 

運動実施頻度においては、若年層と中年層では男女

ともに増加していた。これは、年齢が上がることによ

る健康意識の向上や、中年層では退職による余暇時間

の増加によって、運動頻度が増加したことが示唆され

た (Brown, Heesch, & Miller, 2009)。 
4．2．2．社会的交流頻度と運動実施頻度との関連性 

運動頻度の切片に対し、友人との交流頻度の切片か

らのみ有意なパスが認められた。これは、家族よりも

友人との交流が運動頻度と強く関連すると報告した横

断研究の結果と一致していた (Larsen et al., 2014)。
社会的背景が近い友人とは、一緒に運動を実施する機

会を設けやすく、運動実施の動機付けにつながった可

能性が考えられるため、頻繁に友人と交流する者では、

同時点の運動頻度が多かったのかもしれない (Bohm, 
Mielke, da Cruz, Ramirez, & Wehrmesister, 2016)。 
運動頻度の変化に相当する傾きに対しては、友人や

近隣住民との交流頻度は関連せず、別居親族との交流

頻度の切片と傾きから有意なパスが認められた。友人

等よりも近しい関係性にある親族とは、家庭内での役

割を分担することが可能であることから、別居親族と

の交流頻度が多い者ほど、家庭の役割から手を離せる

時間を作ることができたのかもしれない。その結果、

運動実施の機会を得ることができ、運動頻度の増加に

つながった可能性が考えられる。また、運動実施にお

いては、個人の運動に対する態度だけでなく、周囲か
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らの励ましが重要であり、友人よりも家族からの励ま

しの影響が大きいことから (Bohm et al., 2016) 、親
族との交流頻度が多い者ほど、運動実施頻度が増加し

たのかもしれない。 
先行研究における社会的交流を介した運動促進を図

る介入研究では、友人との交流に着目したプログラム

開発が行われているが、プログラム参加者間の交流促

進による運動実施を促す効果は確認できていない 
(Rovniak et al., 2016)。今後の研究においては、親族
との交流を介した運動促進プログラムを実施すること

によって、長期的な運動実施頻度の増加や定期的な運

動実施者の増加に貢献することできるかもしれない。 
4．2．3．本研究の限界点 

本研究の解釈において、いくつかの限界点がある。

1点目は、同じ対象者に対し、調査を3回実施してい
るため、最終的な解析対象者数が少なくなり、選択バ

イアスが生じていた可能性が否定できない。2点目は、
主観的な運動頻度をアウトカムとしているため、過大

評価をしている可能性が考えられる。大規模調査にお

いて客観的指標を用いた測定は困難であるが、複数の

小規模な調査の結果を統合して検討することも今後の

研究においては重要である。3点目は、本研究ではサ
ンプルサイズが限られていたため、年代別での層別解

析を実施していない。今後の研究では、大規模調査に

よる層別解析を実施することで、両者の関連をより明

確にすることができるかもしれない。 

5. まとめ 

本研究は、無作為抽出された地域住民を対象に5年
間の縦断研究を実施し、3時点の調査データから、性
別・年代別の運動実施ならびに社会的交流頻度の変化

の軌跡を示した。さらに、社会的交流頻度の変化が運

動実施頻度に与える影響を明らかにした。その結果、

性別および年代で異なる交流頻度、運動実施頻度の変

化パターンが観察された。また、友人や近隣住民との

交流からは運動頻度の切片とのみ有意なパスが認めら

れ、別居親族との交流においては、ベースライン時点

で交流頻度が多い者ならびに追跡期間中に頻度が増加

する者ほど運動実施頻度が増加することが示唆された。

本知見により、社会的交流の変化による運動への影響

は交流する相手によって異なる可能性が示されたこと

から、今後の研究においては、親族との交流を介した

運動促進策を開発・提供することで、長期的な運動実

施者の増加につながることが期待される。 
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この研究は笹川スポーツ研究助成を受けて実施したも

のです。 
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